
１　過去１０年間の歳入決算推移

　地方の権限・責任を拡大して地方分権を一層推進することを目的とした「三位一体の改革」により、
国庫補助負担金改革、国から地方への税源移譲、地方交付税の見直しが進められており、地方財
政が大きな転換期を迎えている状況にあります。

　市税は減少傾向にありましたが、平成17年度から、景気の回復や税制改正などの影響によって、
増加傾向に転じました。
　特に平成19年度は、国税である所得税から個人市民税への税源移譲や定率減税の廃止といった
大きな税制改正が実施され、平成18年度と比較して8.1％、19億2千400万円の増額となりましたが、
平成9年度並みの収入であり、依然として厳しい状況にあります。

　一方で、地方交付税（普通交付税）は、税収の落ち込みを補ってきた時期もありましたが、「三位一
体の改革」により、減少する傾向にあります。

9年度 10年度 11年度 12年度 13年度 14年度 15年度 16年度 17年度 18年度 19年度

市債 3,529,400 2,003,900 3,597,500 4,483,400 4,287,677 5,185,677 4,707,800 3,989,200 3,210,600 2,338,600 2,480,655 

地方消費税等 1,477,049 2,220,123 2,941,807 3,659,646 3,681,971 2,966,659 3,035,853 3,473,785 3,695,438 4,058,085 2,451,672 

国県支出金 3,336,733 3,580,396 4,263,775 6,648,215 5,154,433 3,692,909 3,937,641 3,991,385 4,059,549 3,691,133 4,364,915 

地方交付税 1,717,598 3,129,621 3,909,338 4,330,444 3,700,612 3,598,329 2,958,543 2,744,319 2,793,455 1,921,060 1,618,069 

繰入金 3,057,646 2,587,213 1,468,992 2,517,255 2,554,371 1,740,094 1,446,104 1,400,276 1,336,496 1,428,280 2,566,053 

使用料・財産収入等 4,476,815 5,247,095 6,959,162 4,949,709 4,147,812 5,295,392 4,158,435 5,219,436 5,007,270 5,292,876 5,461,693 

市税 25,679,873 24,947,999 24,800,210 23,949,019 24,194,997 23,508,666 22,606,874 22,353,155 23,162,001 23,862,033 25,786,033

計 43,275,114 43,716,347 47,940,784 50,537,688 47,721,873 45,987,726 42,851,250 43,171,556 43,264,809 42,592,067 44,729,090
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